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Ⅰ．事業の状況 

１．全体概況 

 今年度の資格認定事業については、座席間隔拡大、検温、消毒、換気等の新型コロナ感染予防

対策を徹底して予定通り実施した。 

なお、今年度から、鉄骨製作・検査業界の人材の早期確保と受験者増・資格者増を目的に、所管

する鉄骨製作管理技術者および建築鉄骨検査技術者の新規試験の受験資格の見直しを行った。具

体的には、① 実務経験年数を満たさなくても、先に試験を受験し、合格後実務経験年数を満たし

てから資格登録するルートを設け、また、② 資格の登録に必要な実務経験年数の一部緩和等を行

った。 

その効果もあってか、昨年の鉄骨製作管理技術者の 1 級と 2 級を合わせた受験者数は 1,984 人と

2015 年（2,058 人）以来の増加となった。 

また、本年は、当センター発足後 4 年を経過し、資格認定事業も安定してきたため、さらに鉄骨

業界の教育充実に役立つ新規教育事業を会員から募集した。複数の提案があり、優先順等を勘案

して「社長の右腕育成講習会」と「品質管理責任者育成」の二つについて進めていくことを決定

し、それぞれ検討のための特別委員会を設置して検討を進め、「社長の右腕育成講習会」について

は 2023 年 2 月および 3 月に 2 回の講習会を実施した。 

 

２．資格認定等事業の実施状況 

(1) 鉄骨製作管理技術者の認定 

1) 新規 

 新規の資格取得希望者を対象に、以下の学科試験を実施した。 

 なお、今年度から受験資格を改定し、必要実務経験を満たさずに受験し合格後実務経験を満

たした後に登録申請する申請ルート B を新たに設けた。 

※（ ）内数値は、2022 年度計画（以下同様） 

 1 級 2 級 

試 験 日 2022 年 10 月 22 日（土） 

実 施 地 
9 会場（札幌、仙台、東京、金沢、名古屋、 

大阪、広島、宇多津、福岡） 

受験者数 
1,371 (1,190 )名 

（うち申請ルート B：70 名） 

613 (580)名 

（うち申請ルート B：55 名） 

合格者数 908 名 419 名 

合格率 66.2％ 68.4％ 

 

2) 更新 

① 更新講習 

 2023 年 3 月 31 日で資格取得後 5 年（更新 1 回目）及び 10 年（更新 2 回目）を経過する者

を対象に、更新講習会（半日講習）を実施した。講習を受講後、更新 1 回目の者は修了考査に、
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更新 2 回目の者は論文審査に合格することで、資格を更新することができる。 

なお、新型コロナウイルスの感染防止のため、通常は 1 日の講習時間を半日として午前・午

後の 2 部制とするとともに、例年会場で実施する修了考査と論文作成は自宅に問題を持ち帰っ

て答案を作成し、郵送で提出することとした。また、ウイルス感染防止のために会場に出席で

きない受講生に対しては、自宅に講習テキストと問題を送付し、在宅学習報告書とともに答案

を郵送で提出できる措置を講じた。 

 

 1 級 2 級 

実施期間 2022 年 7 月～8 月 

実 施 地 
9 会場（札幌、仙台、東京、金沢、名古屋、 

大阪、広島、宇多津、福岡） 

対象者数 
更新 1 回目； 747 名 
更新 2 回目； 416 名 
合計   ；1,163 名 

更新 1 回目； 458 名 
更新 2 回目； 185 名 
合計   ； 643 名 

受講者数 

更新 1 回目； 614 (605)名 
（内 在宅学習 261） 

更新 2 回目； 364 (341)名 
（内 在宅学習 153） 

合計   ； 978 (946)名 

更新 1 回目；265 (277)名 
（内 在宅学習 125） 

更新 2 回目；94 (95)名 
（内 在宅学習 41） 

合計   ；359 (372)名 

修了者数 
更新 1 回目； 608 名 
更新 2 回目； 363 名 
合計   ； 971 名 

更新 1 回目； 264 名 
更新 2 回目；  93 名 
合計   ； 357 名 

 ・講義を受けて修了考査に合格した者を修了者とする。 

② 書類審査 

 2023 年 3 月 31 日で資格取得後 15 年（更新 3 回目）以上を経過する者を対象に、更新書類審

査を実施した。 

 1 級 2 級 

実施期間 2022 年 7 月～8 月 

対象者数 1,789 名 927 名 

合格者数 1,281 (1,446)名 502 (572)名 

 
・更新書類審査は実務経歴書による書類審査を基本とするが、当該年度に
開催される更新講習を受講することにより更新書類審査を合格とするこ
とができる。 

 

3) 認定登録 

 試験合格者、更新講習修了者及び書類審査合格者を認定登録し、2023 年 4 月 1 日付けの登録

証を発行した。 
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 1 級 2 級 

新 規 863 名 381 名 

更 新 2,252 名 859 名 

 
更新講習 971 名 357 名 

書類審査 1,281 名 502 名 

合 計 3,115 名 1,240 名 

 

 2023 年 4 月 1 日時点の認定登録者総数は以下となる。 

 1 級 2 級 

累計登録者数 20,303 名 16,965 名 

有効者数 13,539 名  6,208 名 

 

(2) 建築鉄骨（製品・超音波）検査技術者の認定 

1) 新規 

 新規の資格取得希望者を対象に、学科試験及び実技試験を実施した。 

 なお、今年度から受験資格を改定し、必要実務経験を満たさずに受験し合格後実務経験を満

たした後に登録申請する申請ルート B を新たに設けた。 

①学科試験 

※（ ）内数値は、2022 年度計画（以下同様） 

 建築鉄骨製品検査技術者 建築鉄骨超音波検査技術者 

試 験 日 2022 年 7 月 2 日（土） 

実 施 地 
8 会場（札幌､仙台､東京､金沢、 

名古屋､大阪､高松､福岡） 
6 会場（仙台､東京､金沢、 

名古屋､大阪､福岡） 

受験者数 
783 (650)名 

（うち申請ルート B：40 名） 

253 (270)名 

（うち申請ルート B：21 名） 

合格者数 628 名 189 名 

合格率 80.2％ 74.7％ 

 

②実技試験（学科試験合格者を対象） 

 建築鉄骨製品検査技術者 建築鉄骨超音波検査技術者 

実施期間 2022 年 8 月～12 月 2022 年 8 月～12 月 

実 施 地 
7 会場（札幌､盛岡､川崎、名古

屋、 
大阪､宇多津、福岡） 

3 会場（川崎､福岡、大阪） 

受験者数 756 (740)名 233 (250)名 

合格者数 451 名 153 名 

合格率 59.7% 65.7% 

 

2) 継続 
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 2023 年 3 月 31 日で資格取得後および更新後 5 年を経過する者を対象に、継続講習を実施し

た。今年度は、新型コロナウイルス対応として、自宅での動画視聴とレポート提出の方法で実

施し、合格者は資格を 5 年間延長することができる。 

 建築鉄骨製品検査技術者 建築鉄骨超音波検査技術者 

実施期間 2023 年 1 月～2 月 

実 施 地 在宅学習 

対象者数 885 名 297 名 

受講者数 725 (650)名 285 (250)名 

修了者数 725 名 285 名 

 

3) 更新 

 2023 年 3 月 31 日で資格取得後および更新後 10 年を経過する者を対象に、更新試験を実施

した。試験は実技試験のみとし、合格者は資格を更新することができる。 

 建築鉄骨製品検査技術者 建築鉄骨超音波検査技術者 

実施期間 2022 年 8 月～12 月 2022 年 9 月～11 月 

実 施 地 
7 会場（札幌、盛岡､川崎、 
名古屋､大阪､岡山､福岡） 

4 会場（川崎､名古屋､大阪､福

岡） 

対象者数 1,000 名 350 名 

受験者数   683 (800)名 206 (280)名 

合格者数 646 名 194 名 

合格率 95.1％ 94.2％ 

 なお、災害および感染症による特別措置として、2023 年 3 月 31 日で有効期限を満了する更

新対象者のうち、豪雪による交通機関の運休で試験会場に来れなかった者および新型コロナウ

イルスの感染者または濃厚接触者になって受験できなかった者について、登録の有効期限を 1

年延長する措置を講じ、その証明書を発行した 

 

4) 認定登録  

 実技・更新試験合格者及び継続講習修了者を認定登録し、2023 年 4 月 1 日付けの登録証を発

行した。 

 建築鉄骨製品検査技術者 建築鉄骨超音波検査技術者 

新 規 435 名 149 名 

継 続 725 名 285 名 

更 新 650 名 194 名 

合 計 1,810 名 628 名 

 2023 年 4 月 1 日時点の認定登録者総数は以下となる。 

 建築鉄骨製品検査技術者 建築鉄骨超音波検査技術者 

累計登録者数 20,174 名 7,222 名 

有効者数 10,371 名 4,129 名 
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３．教育事業の実施状況 

(1) 社長の右腕育成講習会 

鉄骨関連業界において自社での教育実施が困難な企業を対象に経営トップの補佐役育成に資す

るリーダーシップ、コミュニケーション等の講習会の企画・実施を目的に、2022 年 9 月、当セ

ンター会員からなる特別委員会を設置して内容等の検討を進め、本年度は、2023 年 2 月および

3 月に第 1 回および第 2 回「社長の右腕育成講習会」を実施した。 

 第 1 回 第 2 回 

実施日 2023 年 2 月 11 日・12 日 2023 年 3 月 25 日・26 日 

受講人数 22 人 30 人 

研修形式 グループ討議方式 グループ討議方式 

 

(2) 品質管理責任者育成 

鉄骨製作工場の「品質管理責任者」に求められる、知識・知見・実施すべき業務内容につい

ての整理、育成制度の企画・検討を目的に、2022 年 9 月に学識経験者、当センター会員、性能

強化機関からなる特別委員会を設置し、品質管理責任者の要件、育成制度の概要について検討

を進めた 
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Ⅱ．会員の状況 

会 員 名 簿 （2023 年 3 月 31 日現在） 

団体名 指定代表者氏名 

国立研究開発法人 建築研究所 福 山  洋 

一般社団法人 全国鐵構工業協会 米 森 昭 夫 

株式会社 全国鉄骨評価機構 髙 野 昭 市 

一般社団法人 鉄骨建設業協会 深 沢  隆 

一般社団法人 日本建設業連合会 山 本 徳 治 

一般社団法人 日本建築構造技術者協会 小 林 秀 雄 

公益社団法人 日本建築士会連合会 近 角 眞 一 

一般社団法人 日本鉄鋼連盟 内 山 俊 一 

株式会社 日本鉄骨評価センター 松 下 眞 治 

一般社団法人 日本非破壊検査協会 井 原 郁 夫 

一般社団法人 日本溶接協会 水 沼  渉 

一般社団法人 AW 検定協会 廣 重 隆 明 

一般社団法人 CIW 検査業協会 安 藤 純 二 

 

Ⅲ．組織の状況 

鉄骨技術者教育センターの組織図  （2023 年 3 月 31 日時点） 
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Ⅳ．役員および職員の状況 

１．役員の状況 

役 員 名 簿 （2023 年 3 月 31 日現在） 

役 職 氏 名 所 属 

理事長 
（代表理事） 

河 野 昭 彦 九州大学名誉教授 

副理事長 
米 森 昭 夫 （一社）全国鐵構工業協会 理事・相談役 

深 沢  隆 （一社）鉄骨建設業協会 副会長 

専務理事 
（業務執行理

事） 
辰 巳  功 （一社）鉄骨技術者教育センター 

理事 

田 渕 基 嗣 神戸大学名誉教授 

裏 垣  博 高知大学名誉教授 

田 川 泰 久 元横浜国立大学教授 

小 林 秀 雄 （一社）日本建築構造技術者協会 副会長 

水 沼  渉 （一社）日本溶接協会 専務理事 

福 山  洋 （国研）建築研究所 理事 

監事 
村 上 眞 樹 シルベスター税理士法人 代表社員 

髙 野 昭 市 （株）全国鉄骨評価機構 代表取締役社長 

 

２．職員の状況 

事務局組織図 （2023 年 3 月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【所管業務】 

 

辰巳 功 

専務理事 
（業務執行理事） 

事務局長 

千田 光※1 

総務部 資格認定事業部※2 教育事業部 

部長：千田 光（兼務） 

主任：山田昌代※1 

部長：千田 光（兼務） 

担当部長：佐藤達也※1 

主任：長井祐子※1（検査資格担当） 

主任：山田昌代（兼務）（製作管理資格担当） 

担当：瓜生貴大※1（製作管理資格担当） 

部長：千田 光（兼務） 

1) 総務全般 
2) 経理 

 

1) 各資格の試験・講習・認定登録業務 
（認定委員会・各専門委員会および
倫理委員会） 

1) 調査研究・教育事業 
  （特別委員会） 

＜注＞ 
※1：全構協からの出向 
※2：資格認定事業部の業務の一部は

全構協と鉄建協に事務委託する 
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Ⅴ．規程等の制定・改定 

１．規程等の制定 

なし。 

 

２．規程等の改定 

No. 名 称 改定日 主な改定点 

1 定款 2022 年 6 月 28 日 ・第 4 条（事業）の(4)の次に 
「(5) 鉄骨の製作及び検査にかかわる企業

の関係者に対する講習会等の開催」 
を追加する。 

2 委員会規程 2022 年 9 月 13 日 ・定款の改正に伴う引用条文の号番号の変

更。 
・委員会の運用規則の制定義務の緩和。 

2023 年 3 月 23 日 ・「更新委員会」を「継続委員会」に変更。 

3 就業規則 2023 年 1 月 1 日 ・雇用期間の延長。 
・ハラスメントの禁止を追加。 
・育児・介護休業の扱いを明記。 
・在宅勤務・テレワークの規定を追加。 

4 手数料規程 2023 年 1 月 24 日 ・諸物価上昇による受験料、受講料、登録料

等の値上げ。 

5 鉄骨製作管理技術者 

登録規程 

2023 年 3 月 23 日 ・災害及び感染症で更新講習・試験を欠席し

た資格者に対する特別措置の追加。 
・登録の欠格事由の見直し。 

6 建築鉄骨検査技術者 

登録規程 

2023 年 3 月 23 日 ・災害及び感染症で更新講習・試験を欠席し

た資格者に対する特別措置の追加。 
・登録の欠格事由の見直し。 

 

 

  



10 

Ⅵ．会議開催状況 

１．総会 
開催日および議題 会議の結果 

第 3 回定時総会（2022 年 6 月 28 日<火>） 
① 2021年度事業報告および決算承認の件 
② 役員辞任および任期満了に伴う役員選任の件 
③ 定款の一部変更の件 
※ 報告事項：2022 年度事業計画および収支予算 

全ての議案について原案通り可

決承認された。 

 

２．理事会 
開催日および議題 会議の結果 

第 1 回（2022 年 5 月 31 日<火>） 
① 2021年度事業報告および決算承認の件 
② 定款の一部変更の件 
③ 第 4 回定時総会招集および議案確認の件 
④ 2022 年度表彰対象者の承認の件 
⑤ 委員交代および委員増員に伴う委嘱承認の件 
※ 報告事項：2 件 

全ての議案について原案通り可

決承認された。 

第 2 回（2022 年 6 月 28 日<火>） 
① 第 4 回定時総会 議案書確認の件 
② 2022 年度表彰対象者の追加承認の件 

全ての議案について原案通り可

決承認された。 

定時総会後（2022 年 6 月 28 日<火>） 
① 理事長、副理事長および専務理事の選定の件 

辰巳理事の提案した選定案で可

決承認された。 
第 3 回（2022 年 9 月 13 日<火>） 
① 規程の改定案の承認の件 
② 専特別委員会の設置と委員委嘱の承認の件 
※ 報告事項：5 件 

全ての議案について原案通り可

決承認された。 

第 4 回（2022 年 11 月 29 日<火>） 
① 就業規則の改定案の承認の件 
※ 報告事項：3 件 

全ての議案について原案通り可

決承認された。 

第 5 回（2023 年 1 月 24 日<火>） 
① 資格認定事業の手数料規程の改定の件 
② 委員交代および委員増員に伴う委嘱承認の件 
※ 報告事項：2 件 

全ての議案について原案通り可

決承認された。 

第 6 回（2023 年 3 月 23 日<木>） 
① 2023年度事業計画（案）承認の件 
② 2023年度予算（案）承認の件 
③ 各種規程改定案の承認の件 
④ 機器調整小委員会の設置と委員委嘱の承認の件 
⑤ 委員・主査交代及び増員の委員委嘱の承認の件 

※ 報告事項：4 件 

全ての議案について原案通り可

決承認された。 
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Ⅶ．委員会等開催状況 

１．認定委員会 

日程 会議名 内容 

2022 年 
4 月 25 日 

書面審議 ・委員交代と委員増員に伴う委員委嘱 

7 月 22 日 第 1 回認定委員会 
（Web 会議） 

・2022 年度検査技術者学科試験の合格者の決定 
・検査技術者継続講習の実施方法 
・建築鉄骨検査技術者登録規程の改定案 

11 月 11 日 第 2 回認定委員会 
 

・鉄骨製作管理技術者更新講習の合格者の決定 
・鉄骨製作管理技術者試験の合格者の決定 
・更新の試験・講習の免除に関する取扱い（内規）の改定 
・2023 年度の鉄骨製作管理技術者更新講習の実施方式 
・鉄骨製作管理技術者教本の改訂 

2023 年 
1 月 16 日 

書面審議 委員交代および増員の委員推薦について 

1 月 30 日 第 3 回認定委員会 

・検査技術者実技更新試験の合格者の決定 
・登録規程の改定について 
・登録の有効期限延長特別措置の対象者の承認 
・機器調整小委員会の設置について 
・持込機種審査小委員会の主査交代について 
・2022年度建築鉄骨検査技術者／継続講習会の開催について 

3 月 18 日 書面審議 委員・主査交代および委員増員の委員推薦について 

 

２．専門委員会 
(1) 鉄骨製作管理技術者 

1) 試験委員会 

日程 会議名 内容 

2022 年 
4 月 18 日 

第 1 回試験委員会 
（Web 会議） 

・試験問題の作成方針と分担決定 
・試験の立会担当決定 
・「試験問題と解説集 2022 年版」の最終校正 

7 月 21 日 第 2 回試験委員会 ・試験問題案の検討（1 級） 
7 月 29 日 第 3 回試験委員会 ・試験問題案の検討（2 級） 
9 月 2 日 第 4 回試験委員会 

 
・試験問題の印刷原稿の読み合わせ 
・試験実施マニュアルの確認 

11 月 9 日 第 5 回試験委員会 ・試験結果の合否判定案の作成 
・教本の改訂内容と担当委員の決定 

2023 年 
1 月 23 日 

第 6 回試験委員会 ・教本の改訂原稿案の審議 

2) 更新委員会 

日程 会議名 内容 

2022 年 
4 月 12 日 

第 1 回更新委員会 ・2022 年度更新講習の実施計画 
・講義スライドと修了考査問題の確認 

10 月 14 日 第 2 回更新委員会 ・修了考査と論文の採点と合否判定案の作成 
・来年度の更新講習方式の検討 

12 月 14 日 第 3 回更新委員会 ・講習テキストと講義スライドの改訂内容の審議 
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(2) 建築鉄骨製品検査技術者 

1) 試験委員会 

日程 会議名 内容 

2022 年 
4 月 14 日 

第 1 回試験委員会 
（Web 会議） 

・学科試験問題の作成分担 
・新柱試験体の計測項目等の検討 

6 月 2 日 第 2 回試験委員会 ・学科試験問題の読み合わせ 

7 月 14 日 第 3 回試験委員会 ・学科試験の合否判定案の作成 
・実技更新試験の担当決定と試験問題の確認 

2023 年 
1 月 18 日 

第 4 回試験委員会 ・実技更新試験結果の検討と合否判定案の作成 

2) 計測小委員会 

日程 会議名 内容 

2022 年 
8 月～12 月 

実技・更新試験 ・全国 8 地区で実施、試験実施前の試験体の事前計測 

3) 更新委員会 

日程 会議名 内容 

2021 年 
10 月 20 日 

第 1 回更新委員会 ・継続講習の方式変更（動画視聴＋レポート）の検討 
・継続講習テキストとスライドの内容確認 

 

(3) 建築鉄骨超音波検査技術者 

1) 試験委員会・持込機種審査小委員会 

日程 会議名 内容 

2022 年 
4 月 15 日 

第 1 回試験委員会 ・学科試験立会担当の決定 
・学科試験問題作成方針とスケジュールの確認 

6 月 6 日 第 2 回試験委員会 ・学科試験問題の読み合わせ 
6 月 7 日 持込機種審査小委員会 ・UT 機器の実技試験持込機種（新規 1 件）の審査 
7 月 19 日 第 3 回試験委員会 ・学科試験の合否判定案の作成 

・実技更新試験の担当決定と試験問題の確認 
・機器審査小委員会の審査結果の承認 

12 月 19 日 第 4 回試験委員会 ・実技更新試験結果の検討と合否判定案の作成 

 

2) 更新委員会 

日程 会議名 内容 

2022 年 
5 月 10 日 

第 1 回更新委員会 ・継続講習テキストとスライドの内容確認 
・在宅学習レポートのテーマ決定 

 

３．倫理委員会 

日程 会議名 内容 

2023 年 
3 月 9 日 

第 1 回倫理委員会 ・資格証不正防止対策の実施状況報告 
・資格者登録規程改定案の登録の欠格事由の検討 

 

 



13 

４．特別委員会 
(1) 社長の右腕育成講習会検討ワーキンググループ 

日程 会議名 内容 

2022 年 
10 月 4 日 

第 1 回 WG ・委員紹介と趣旨説明 
・基本方針の検討 

11 月 24 日 第 2 回 WG ・講習運営会社 2 社による講習案の説明と起用会社決定 
12 月 13 日 第 3 回 WG ・講習運営会社との講習内容の打合せ 

 

(2) 品質管理責任者育成ワーキンググループ 

日程 会議名 内容 

2022 年 
10 月 26 日 

第 1 回 WG ・委員紹介と趣旨説明 
・基本方針の検討 

12 月 12 日 第 2 回 WG ・品質管理責任者育成講習の方針案と課題 
・品質管理責任者の資格保有の実態 
・品質管理責任者講習内容の案 

2023 年 
1 月 25 日 

第 3 回 WG ・講習テキストの目次案の検討 

2 月 27 日 第 4 回 WG ・講習テキストの目次の決定 
・講習の実施計画案の検討 

 

５．会員事務局連絡会 

日程 会議名 内容 

2023 年 
1 月 31 日 

第 5 回連絡会 ・鉄骨技術者教育センターの活動報告 
・各会員からの情報提供と意見交換 
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付属明細書 

 

 特に記載すべき重要な事項はありません。 


